
１．概要

２．対象事業者

川崎市内に所在地を置く指定特定相談支援事業所
（ただし、障害者相談支援センター、地域療育センターを除く）

本市受給者の訪問系サービス等に係る計画相談支援を実施している指定特定相談支援事業所に対し、計画相談支援給付費に法外
の市単独加算を上乗せすることにより、供給量が不足している計画相談支援において、事業所調整等に労力を要する訪問系サービ
ス等に係る計画相談支援を促進するとともに、指定特定相談支援事業所の運営安定化及び拡充を図る。

３．要件・金額

・加算金額は、本市の計画相談支援契約者のうち、次の（１）～（４）のいずれかに該当する利用者の人数に48,000円を乗じた額
とする。
（１）訪問系サービス（居宅介護、行動援護、重度訪問介護、同行援護、重度障害者等包括支援）を利用する者
（２）日中サービス支援型共同生活援助を利用する者
（３）自立生活援助を利用する者
（４）地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）を利用する者

・対象者１人につき、上記（１）～（４）の複数が該当した場合も、年度中に何回計画相談支援を実施しても、加算は各年度１回
分のみ。
・請求は法人毎に指定特定相談支援事業所の分を取りまとめて、８月と２月の年２回申請
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